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で
受
け
る
施
設
サ
ー
ビ
ス
費
用
や
居
住
費

の
ほ
か
、
食
費
の
一
部
が
保
険
か
ら
支
払

わ
れ
て
い
ま
す
。

　

本
年　

月
か
ら
、
こ
れ
ら
の
施
設
を
利

１０

用
す
る
場
合
、
従
来
よ
り
支
払
っ
て
い
た

だ
い
て
い
る
利
用
者
負
担
額
（
施
設
サ
ー

ビ
ス
費
の
１
割
）
の
ほ
か
、
居
住
費
と
食

費
の
全
額
が
自
己
負
担
と
な
り
ま
す
。
こ

れ
ら
は
短
期
入
所
（
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
）

や
通
所
サ
ー
ビ
ス（
デ
イ
ケ
ア
、デ
イ
サ
ー

ビ
ス
）
を
利
用
す
る
場
合
も
同
様
で
す
。

　

所
得
の
低
い
方
の
た
め
の　

　

制
度
を
新
設

　

所
得
の
低
い
方
に
も
安
心
し
て
介
護
保

健
施
設
な
ど
を
利
用
で
き
る
よ
う「
特
定
入

所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
」を
新
設
し
ま
す
。

　

こ
の
制
度
は
、　

月
か
ら
全
額
自
己
負

１０

担
と
な
る
居
住
費
と
食
費
に
つ
い
て
、
利

用
者
の
収
入
区
分
に
よ
り
上
限
額
を
設
け

る
も
の
で
す
。制
度
の
対
象
と
な
る
の
は
、

上限額対象者

３万７２００円�一般世帯（市民税課税世帯）

２万４６００円�市民税非課税世帯

１万５０００円�－１　老齢福祉年金を受けている方

１万５０００円�－２　年間の合計所得金額と課税年金
　　　　収入額の合計が８０万円以下の方

１万５０００円�生活保護を受けている方

高額介護サービス費の利用者負担上限額の区分が一部変更に

　現在、月々の介護サービス費の自己負担額が上限額を超えた場合、
申請により超えた分を高額介護サービス費として払い戻していま
す。今回の改正では、新たに下の表の�‐２の区分を設けました。
　なお、�市民税非課税世帯の方については、所得に応じて個人単
位の上限額が適用されます。

　

施
設
入
所
に
か
か
る
居
住　

　

費
と
食
費
が
自
己
負
担
に

　

現
在
、
介
護
保
険
が
適
用
さ
れ
て
い
る

介
護
老
人
福
祉
施
設
（
特
別
養
護
老
人
ホ
ー

ム
）、
介
護
老
人
保
健
施
設
、
介
護
療
養
型

医
療
施
設
の
３
施
設
に
つ
い
て
は
、
そ
こ

例えば…

特別養護老人ホームの「多床室」に入所
（要介護５）の場合

※実際の負担額は、入所される施設や居室により異なり
ます。詳しくは施設へお問い合わせください。

施設サービス施設サービス
費の１割費の１割

食費の一部負食費の一部負
担担（標準負担）（標準負担）＋＋

施設サービス施設サービス
費の１割費の１割 ＋＋ 居住費 食 費＋＋

ポイント１　介護保険施設の利用者負担

※居住費とは、施設を利用する際の「室料＋光熱水費」に
相当する額です。
※食費とは、「食材料費＋調理にかかる経費」に相当する額
です。
※ほかに日常生活費（理・美容代など）がかかります。

施設サービス費の１割と居住費と食費が全額自己負担

施設サービス費の１割と食費の一部が自己負担改
正
前

改
正
後

利 用 者
負担段階対象者

第１段階
�世帯全員が市民税非課税で、
老齢福祉年金を受けている方

�生活保護を受けている方

第２段階

世帯全員が市民税非課税で、
年間の合計所得金額と課税年
金収入額の合計が８０万円以下
の方

第３段階
世帯全員が市民税非課税で、
利用者負担段階が第２段階に
該当しない方

ポイント２　特定入所者介護サービス費右
の
表
の「
第
１
段
階
」〜「
第
３
段
階
」に

該
当
す
る
方
で
、
適
用
に
は
申
請
が
必
要

で
す
（
申
請
は
、
９
月　

日
�
か
ら
介
護

１５

保
険
課
で
受
け
付
け
ま
す
）。

�
介
護
保
険
に
つ
い
て
の
お
問
い
合
わ
せ

は
、
介
護
保
険
課
�
�
４
１
１
１
内
線
４

５
３
〜
４
５
５
へ
ど
う
ぞ
。

特定入所者介護サービス費を
適用すると…

第１段階の方

利用者負担合計
２万５０００円

＝＝
１万５０００円１万５０００円

（（施設サービス費の１施設サービス費の１割）割）
０円

（居住費）
１ 万 円
（ 食 費 ）＋＋ ＋＋

＝＝

第３段階の方

利用者負担合計
５万４６００円

＝＝
２万４６００円２万４６００円

（（施設サービス費の１施設サービス費の１割）割）
１ 万 円
（居住費）

２ 万 円
（ 食 費 ）＋＋ ＋＋

＝＝

第２段階の方

利用者負担合計
３万７０００円

＝＝
１万５０００円１万５０００円

（（施設サービス費の１施設サービス費の１割）割）
１ 万 円
（居住費）

１万２０００円
（ 食 費 ）＋＋ ＋＋

＝＝

利用者負担合計
８万円＝＝

２万８０００円２万８０００円
（（施設サービス費の１施設サービス費の１割）割）

１ 万 円
（居住費）

４万２０００円
（ 食 費 ）＋＋ ＋＋

�������������������������������������

　介護保険制度が始まって５年が経
過しました。介護保険制度自体は、
当初から５年ごとに制度を見直すこ
ととされており、その一つとして本
年１０月より介護保険サービスの利用
者負担の一部が変更となります。
　そこで今回は、自己負担の変更点
と新たに設けた制度についてお知ら
せします。

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
のの

利
用
者
負
担

利
用
者
負
担
のの

一
部
一
部
がが

月
１
日

　

月
１
日
か
ら
変
わ
り
ま
す

か
ら
変
わ
り
ま
す

１０１０
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※多床室…２人以上の部屋
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固
定
資
産
税
・　
　
　
　

都
市
計
画
税
と
は
？

　

固
定
資
産
税
は
、土
地
や
家
屋
、

事
業
用
の
機
械
・
設
備
（
償
却
資

産
）
を
所
有
す
る
方
に
か
か
る
税

金
で
、
都
市
計
画
税
は
、
市
街
地

（
市
街
化
区
域
）内
に
あ
る
土
地
と

家
屋
を
所
有
す
る
方
に
か
か
る
税

金
で
す
。

　

こ
の
土
地
や
家
屋
な
ど
を
総
称

し
て
「
固
定
資
産
」
と
い
い
、
そ

の
価
格
（
評
価
額
）
に
応
じ
て
課

税
さ
れ
ま
す
。
な
お
、
評
価
額
は

３
年
ご
と
に
行
わ
れ
る
「
評
価
替

え
」
に
よ
り
、
見
直
し
が
か
け
ら

れ
ま
す
。

減
少
す
る
課
税
額

　

こ
れ
ら
の
税
の
課
税
額
は
、
郊

外
で
の
大
規
模
な
宅
地
造
成
、
大

型
商
業
施
設
や
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建

設
な
ど
に
よ
り
、
少
し
ず
つ
増
え

て
い
ま
し
た
が
、
平
成　

年
度
に

１５

は
減
少
へ
転
じ
ま
し
た
（
グ
ラ
フ

�
を
参
照
）。

　

こ
の
理
由
は
、　

年
度
が
３
年

１５

に
一
度
の
「
評
価
替
え
」
の
年
で
、

特
に
家
屋
の
評
価
額
が
建
築
年
数

の
経
過
に
よ
り
下
が
っ
た
こ
と
、

さ
ら
に
家
屋
の
新
築
・
増
築
の
件

数
が
大
き
く
減
少
し
た
こ
と
が
考

え
ら
れ
ま
す（
グ
ラ
フ
�
を
参
照
）。

　

全
国
的
な
地
価
の
下
落
は
今
な

お
続
き
、
家
屋
の
新
築
・
増
築
の

件
数
も
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
考
え
る
と
、

今
後
も
税
収
の
大
幅
な
伸
び
は
期

待
で
き
ま
せ
ん
。

落
ち
込
む
収
入
率

　

平
成　

年
度
に　

・
６
％
あ
っ

１１

９６

た
こ
れ
ら
の
税
の
収
入
率
は
、　

１６

年
度
に
は　

・
９
％
に
落
ち
込
ん

９０

で
い
ま
す
（
グ
ラ
フ
�
を
参
照
）。

　

こ
の
理
由
は
、
長
引
く
景
気
低

迷
に
よ
り
個
人
の
収
入
が
減
っ
た

固定資産税と
都市計画税

こ
と
や
、
市
内
企
業
の
収
益
が

悪
化
し
て
い
る
こ
と
な
ど
が
考

え
ら
れ
ま
す
。
収
入
率
を
改
善

し
て
い
く
こ
と
は
、
今
後
の
大

き
な
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

�　

�　

�　

�　

�　

�

　

次
回
は
財
政
再
建
推
進
プ
ラ

ン
実
施
計
画
の
検
討
状
況
な
ど

に
つ
い
て
、
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

�
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税

に
つ
い
て
の
お
問
い
合
わ
せ
は
、

資
産
税
課
�
�
４
１
１
１
内
線

２
４
６
〜
２
５
０
へ
ど
う
ぞ
。

グラフ�　固定資産税・都市計画税の課税額の推移

グラフ�　家屋の新築・増築の件数

１１年度 １５年度１４年度１２年度 １３年度

グラフ�　固定資産税・都市計画税の収入額と収入率の推移

　

減
り
続
け
る
市
税
収
入
。
先
月

は
、
個
人
・
法
人
市
民
税
を
中
心

に
、
軽
自
動
車
税
、
た
ば
こ
税
、

入
湯
税
の
課
税
状
況
に
つ
い
て
、

お
知
ら
せ
し
ま
し
た
。

　

今
月
は
、
市
税
の
も
う
一
つ
の

柱
と
も
い
う
べ
き
固
定
資
産
税
・

都
市
計
画
税
に
つ
い
て
、
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

１１年度

１６年度

１５年度

１４年度

１２年度

１３年度

件

８５８

８０９

６９１

５９１

５３３

５７９

億円

９６.６％
９０.９％

９５.９％ ９４.８％ ９０.３％ ９０.５％

82.3 ８6.1 ８5.8 81.8 78.6７7.6

収
入
額

収
入
率

※グラフ�の課税額に対する収入です

１１年度 １６年度１５年度１４年度１２年度 １３年度

都
市
計
画
税

固
定
資
産
税

億円

７０.７ ７５.１ ７５.５ ７５.４ ７１.４ ７２.０

１４.５ １４.７ １５.0 １５.２ １４.３ １４.５

※数字は各年度の現年課税分、（　）は合計です

１６年度（見込み）

(８５.２)
(８９.８) (９０.５) (９０.６)

(８５.７) (８６.５)
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